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7) 浜田の大震火災研究を吟味し，地震時の出火，延
焼，被害想定の根拠について若干の問題点を提起した。
（報告60 37～42頁）
8) 都市の構造を建物小心に吟味し，東京の耐火性能
力：必らずしも肉上していないこと，問題地域が江東地灰
以外に広いことを明らかにした戸〔報告60 43～52頁〕
9) 震災対策の前提としての被害想定には， 69年周期
説にこだわることなく，地震予知情報とのかねあいを考
慮して，多様な対策を考えておく必要がある。 （報告60
52～55頁）
10〕対策としての避難について．安全性の洗い直しが
必要である。 （報告60 55～56頁）
11）東京の震災危険の形成には，土地利用の歴史，水
利用の歴史がからんでいる。前者は都市計画法や建築基
準法など，後者は地盤沈下対策関連の諸法令とも関係す
るが，次の震災に対しては震災危険の現況が直接作用す
るので，危険集積の実態を理解し，予防的に危険要因を
排除することが必要である。（報告63)
12〕山の手台地地域の約50Knfの谷底部には木造家屋
倒壊危険の大きい軟弱な地盤が分布し，台地上への延焼
火災の危険は否定できなし、。 （報告63 表5)
13）避難に使える空間は偏在し，かつ絶対量が不足し
ている。 （報告63 表7, 8〕
14〕関東大地震クラス以外のモテ‘ノレ地震を考えても，
都内各地は震度V～VIの地震に見舞われることはたしか
である。 （報告63 表9, 10) 
以上の諸点を，日本の大都市震災対策に関する諸問題
という形で，大都市の問題として，全国的視点から考え
てみたL、。
まえがき
東京の震災問題（報告56），大震火災問題（報告60)
震災にかかわる土地と水の利用に関連する諸問題（報告
63〕等を取上げた前3篇の報告は，大震災とし、う極限状
態においた東京のかかえる諸問題を整理し，今後の実証
的研究の基礎がためをしようというものであった。問題
点を下記にしるし対策についての諸問題に関するとの
報告の討論の出発点としたい。各問題点の末尾に示す
〔 〉内は前稿の関連図表等を示す。
1) 河角の69年周期説を行政行為の拠りどころとして
いる。（報告56 39頁表5 50頁）
2) 都防災会議地震部会は対策立案のよりどころとし
て，関東大地震（1923年）をそテ’ル地震とする被害想定
を実施してきた。 （報告56 図1 40頁〕
3) 被害想定は物的施設の破壊を中心に考えられてお
り，一方，東京消防庁は火災を中心に検討してきた。
（報告56 図2 図3 42頁）
4) 東京都震災予防条例の規定する地域危険度の誤ij定
は，総務局と東京消防庁火災予防審議会が実施した。
（報告56 図4)
5) 4）で明らかにされた結果によって，危険地域およ
び特別危険区域が指定され，とくに特別危険区域は防災
再開発事業の対策とされる。 （報告56 43頁）
6) 延焼拡大火災の危険が高い地域が23区の約Mをし
める状況では，これを都市改造によって次の震災時の安
全確保を考えることには無理があり，方法の選択が重要
である。 （報告56 51～53頁）
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2. 震災周期説の問題点
河角は「99.9%とL、う確率で周期性があることがわか
った。この結果に我ながら驚き，かつ地震の対策面から
はかなり信頼のできる事実でもある。」といっている。
このことが震災対策の緊要性を説く原動力の一つであっ
たことはたしかで，長く同席して会議に参加した経験か
らも，単なる科学者のアピーノレにとどまらず，積極的に
行政当局に進言していた。
にもかかわらず，地震学者や地球物理学者の全面的な
支持が69年周期説にあったとはいえない面もあるし，科
学者としての行政当局への働きかけについてもさまざま
なうけとられ方をしていた今環境問題がやかましくなっ
てきたころ，このために震災対策がおくれることを心か
ら心配していたし，また，さまざまな批判的な声に，自
分の学説はどうなってもよしから，震災対策の推進をし
てほしいと強調していた。｛也にかわるべき根拠が示され
なかったから， 1鶏係の行政当局がi可角説を根拠に対策を
考えようとしたこと；工不当ではないであろう。
学~見t工鎌倉におげる震度V以上の地震について求めた
ものであり，行政的な対策の桜拠となるモデノレ地炭ば関
東大地震によっている。より大きな地震に備えるという
考え方はそれなりに理由のあるものといえるが， 69年周
期説が全国普遍的なものであり，またしばしば次の震災
が震度VIといった大型のものであるかのような飛躍が一
般社会にはあるように感じられる。しかし，震度Vの中
小規模の被害地震が発生する頻度が高いことはこれまで
の被害地震をみると明らかである。
69年周期説についての専門家の理解にも微妙なちがい
があると考えられる。力武常次l工次のようにのべている
（地震予知中公新書178～181頁1974年）。
① 69年周期説を根拠に防災対策を練ろうという向きも
あるようである。
② 河角博士；工都地震部会長であったので，河角説を根
拠として震災対策を練ることになったようである。
③ 島崎博土の計算結果でほ，たしかにみかけ上69年周
期が出てくるが， 5%の危険率でものをいうならば，
その周期性ば有意ではなし、。
② プラスマイナス13年が危険期というのは真にミスリ
ーディングである。
⑤ 解析した地震のセット全体の平均についていえるこ
とで，つぎに起るべきある特定の地震が，その前の地
震から数えて，その周期に当る年に起こるということ
tこl土ナ2らts:.I.、。
⑥ 宇佐美教授らは東京および京都が震度V以上の地震
に襲われる確率を調べ，河角博土の方法によると，その
周期はそれぞれ36年および38年であることを求めた。
しかし，地震の発生が定常かつ偶発的であるとして
も，みかけ上，このような周期が得られることを示し
た。
一方，字佐美竜夫l土「地震と情報」 （岩波新書 109～
139頁 1974年〕のなかで次のようにのべている。
①一般の人々に講演する時には，必らず河角の関東地
震69年周期説について， μ）どこに，（ロ）いつ，付どのく
らいの地震が， eニ）どの程度確実にくるのか，という質
問をする。
②仰は正しくは鎌倉だが，東京・横浜と答えてもよい
ことにする。恒）は河角説によれば，前の周期年の大正
11年（1922年）から数え69年目の1991年の前後（正し
くは13.2年〕 13年，つまり1978年から2004年の聞が危
険期になる。付は震度V以上であり，（ニ）は50～60%と
みればよい。
③河角は69年とし、う周期ば99.94%の確実さで存庄す
ると結論したが， これは多少し、L、すぎたようだ。
④ 鎌倉でなく，江戸の資料（正しくは1592年以後）に
ついて河角と同じ方法で解析すると， 36年のところに
振幅の山が出るが，それは際立ったものでぱなしそ
の程度では36年周期があるとは結論できなL、。
⑤ 才rl.、研究者が周期性について詳しい研究をした結果
69年周期が存在するとはいえないということになっ
Tこ。
⑥ 今後X年の聞にムム地方が震度V以上の地震に襲わ
れる確率はYパーセントであると表現するのが一番正
しいと考える。東京を例にとれば，昭和6年9月21日
の西埼玉地震いらい，震度V以上の地震が今日までな
いのでXは昭和48年現在で考えると42年となり， Xが
10年， 20年， 30年に対して， Yはそれぞれ25, 38, 
55%となる。昭和48年から32年間，つまり昭和79年
(2004年）までに，東京は55%の確率で震度V以上の
地震に見舞われるということになる。
⑦ 大地震は周期的におこるものではないし，周期性が
あるとはいえなし、。
⑧ 周期という言葉から一般市民は， 69年目ごとに必ら
ず1回大地震があると思うであろうし前後13年の危
険期の間に必らず1同大地震に見舞われると考えるで
あろう。
もう一人，地球物理学者として著名な竹内均のコメン
トをみてみよう。昭和49年12月19日日本都市センターに
おいておとなわれた首都圏協会第四回定期総会特別講演
の「地震の話」から引用すると，次のとおりである。講
演であるため表現i工学術的に厳密ではなし、が，一般にわ
かりやすい表現がつかわれている。
①南関東という程度の地域に注目すると，大体 100年
に1回ぐらいずつ地震が起こっている。 69年も 4拾5
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入すると 100年になるとし寸程度の話だと忠って頂き
たい。
② （日本列島の70年間における水平移動の状況を示し
た図をみながら〕，一見して危ない場所が3ケ所，一
つが根室， ~II路，一つが三陸地方，一つが駿河湾，の
3ケ所ある。東京のあたりはまだしも切迫感はないと
言っていいと思う。
③ 69年といっても， 69年おきに正確に地震が起こって
くれるというような意味のものでは毛頭なく，すこぶ
る頼りないものだ。明日おこるかもしれないし， 300 
年くらいは起こらないかも知れない。一生懸命勉強し
ている私が言うんですから，確かだと思っていただき
ましょう。
3人の専門家の表現には多少のちがし、はあるが， 69年
周期説を説いた河角と都の震災対策の関係については，
対策を急がねばならないということでは共通の理解があ
ったといえるし 「最大のものではないが，大体最大に
近しかっ記憶としても新しい関東地震と同程度とする
のがよいと思われ，被害想定の条件設定に一貫して採用
されてきたのである」と，関東地震をモデルにした理由
を浜田（1974）はのべている。こうして関東大震災級の
地震がきたらという形で一般市民に定着した「次の震災
観」をつくりだしたものといえる。
なお，河角は東京については69年±14-2年といってい
るが，この点については一般的に知られていなし、。ま
た，河角も13-2年とのちがいについてはそれほど強く説
くことはしなかった。汚角自身，周期説が一般社会でさ
まざまな波紋をよぶことにためらいを感じていたのでは
ないかと考えている。若手研究者の反論が新聞で報道さ
れてからあとの言動には，私の学説の当否はどうでもよ
い，震災対策を急がねぽといった点が目立つようになっ
ていた。
地震予知の事業が進展している現状では， 69年周期説
にこだわることなく，何れ近い将来，震度V以上の地震
に見舞われると考えて対策を考えるのがよし、。地震予知
が適確に， 「し、っ」についてd情報をだしてくれるかどう
かは不明であるから，対策をスケジューノレをくんで推進
しにくいことはたしかである。この点では，周期とか危
険期を目標に防災拠点を建設するという行き方にとっ
て，ハシゴをはずされた思いがするであろう。川崎地区
の地盤の異常隆起に関連して出された地震予知連絡会の
情報のように，地震情報としての精度が充分でないま
ま．何らかの対応を求められた関係行政当局の経験は，
これからもありうると考え，かつ何時発生しでも何らか
の対応が出来るとすれば，出火防止対策を最重点に取上
げるのがよいということにもなろう。
前出の講演のなかで竹内は，①地震による火事の損害
が大きい，②家がつぶれてなくなった人は大きなもので
もおおよそ1000人で一般の人が考えるほど大きくはな
い，③火事を防ぐ以外には何もない，④江東地区のエネ
ノレギー源は電気にすべきだ，といったことをのべてい
る。具体的で，すぐにでも出来そうな対策は出火源対策
というところで，地球の構造，大陸移動説，マントル対
流，地磁気，地震のおこる理由などをのぺた講演がおわ
っている。
3. 対策立案のよりどころ
前述のとおり，次の東京の震災が関東大震災の再来に
当る大地震だとは誰もいってはいない。しかし，対策立
案のモデノレ地震として，東京での最大の震災例ではない
が， 1923年の関東大震災をとりあげ，必要な対策を可能
な限り，河角の説く69年周期説の危険期または周期年を
目標として推進しようというのが行政当局の考えのよう
に理解できる。
行政当局にとっては，他に根拠となる理由がないし，
何とかL、ずれ発生する地震の対策はしなければならな
い。そのうえ， 69年周期説をたてに対策をせまられる
と， ミスリーディングといわれようが何らかの施策を考
えざるをえなかったであろう。
何らかの施策とは，具体的には東京都震災予防計画に
示される7つの課題と，それをうける東京都地域防災計
画（震災篤）の各年の事業内容ということになる。一般
的には7つの課題に集約されているので以下若干のコメ
ントをのべておきたい。
1) 震災に関する調査研究
想定したモデル地震についての土木，建築，産業施設
等の破壊に関する調査を中心に，その基礎となる地盤の
振動特性，二次災害としての火災や水害，必然的におと
る避難等について各種の調査がおこなわれてきた。モデ
ル地震をかえるとことなる結果がえられるが，東京で考
えられる大被害の特徴や内容が逐次明らかにされてき
た。しかし建築物といっても木造建物を中心としている
など，なお補うべき事項も多いというのが実情である。
東京直下型の地震については，昭和48年度から 3年計画
で実施中であり，すでに小間報告の形で3冊が報告され
ている。
とれらの基礎調査は地震力の影響をうける都市の性状
やその変化については，一部をのぞいて言及していない。
そういう意味では， 7つの課題のうち，破壊の防止と避
難場所等の安全確保の基礎資料の一部を構成するにすぎ
ないともいえる。火災については主として東京消防庁を
中心に調査がすすめられ，都市計画的手法で解決すべき
問題は首都整備局の事業に深いかかわりをもっ。震災対
策が一元的におこないにくいことから災害対策本部がお
100 都市研究報告第63号～66~J 
かれ，他の部川の所管事項と調整されたうえ事業化され
ることになる。こうした筋道に対して，これまでの震災
に関する調査研究の成果は活用しにくいのではなし、かと
ひそかに危↑具しているの
都が所管の地域危険度測定結果も，防災会議の基礎資
料を極力可能なかぎり利用してまとめられたが，研究成
果相互の整合性が充分でなかったり，液状化現象の寄与
率をあらたに求めて震存度を考えたり，あるいは地域特
性を数霊化するなど，従来の成果には欠けていた多くの
ことを補ってなお定性的な成果しかえられていない。
各所に散在する定礎資料を一元的に活用できるように
することが，震災対策の拠りどころとなる資料を整備す
るうえで不可欠のことと考えるp
2）防災都市づくり
「防災」と限定しでも，都市づくりのためには， 1）の
震災に関する調査研究の成果は，前結的には利用できな
い。都市の構造と機能，その経年一変化の実態，将来予測
等についての基礎資料と，震災と都市とのかかわりにつ
いての新しい分野の立場での資料の統合が必要であろ
うのこうした作業をへてはじめて，震災対策としての防
災都市づくりが拠りどとろをうることになる。
部iを震災の立場からみなおすことは事業としては主
として首都整備局の仕事であろうし数多くの基礎的作
業がおこなわれていることはたしかではあるが，防災拠
点をのぞいて一般にはよく知られているとはいえなL、。
とりわけ問題となるのは，山のずー地域の谷底部に発源し
やすい延焼拡大火災についての理解と，こうした地域の
都市改造的な事業の必要性についての理解をえにくいと
いうことである。震災に関する調査研究はこの地域につ
いてまとまった成果を出しているとはいえなし、震災対
策の拠りどとろとなる都市の構造と機能についての調査
が必要であろうの
3) 破壊の防止
公共施設については関係機関のよ主任において実施すべ
きものであることはλー をまたないp しかし問題は法律，
条例等がからんでいたり， fl1.di命， f主体Jと現存する施設の
実態の間のくいちがいから，現存する施設が安全とはい
いきれないととにある。安全基準の低いこと，査察や定
期検査からもれる施設が多いとと，法律等に示されると
おり厳密に施行されているとはし、いきれない面のあるこ
となど，破壊の防止という課題で取くむべき問題が多
い。元来施設はつくる時に安全につくられるべき性質
のものであるのしかし現実には，経済性や採算などの関
係から，とかく安全性が犠牲になりやすい。また，現行
の法規では，既存のものには規制が及ばないといろ問題
もある。
したがって，震災対策を考えるためには，現存の各種
の一般的施設の破壊はある程度はあるものと考え，その
破壊が二次的災主へ波及することを極力最小限にとどめ
るような施策を優先せざるをえない。一方では，安全基
準の低い施設の増大を防ぐため，安全基準の向上と法律
等の厳正な執行を進めることが必要になる。このことに
よって，新しい破壊のタネをたちきり，災害要因を予防
的に排除するノレールを確立すべきである。
しかし現状では，大量の人的物的被害に直結する地盤
沈下地域の水防施設については，万難を排して破壊の防
止につとめる必要があるの地盤沈下対策だけでは問題め
解決にはならないことを強調しておきたいの
4〕 火災等の防止
東京の地震火災の特色については浜田の数多くの業績
があり，これらが火災等の防止の根拠となる資料にくみ
入れられて活用されている。東京消防庁の出火及び延焼
に関する地滅危険度成果は，さらにこまかに， 250メー
トルメッシュまたは500メートノレメッシュごとに火災危
険の地域構造を明らかにし火災等の防止に関する諸施
策の拠りどころとなっている。
f奏者については相対的なランキングがとられている
が，物理的怠I米をもたせる試みはこれから実施されるで
あろうのまた，具体的な施策のためには，点、ないし線あ
るいはIHJ丁目など実際の地域に則したデータに変換する！
のがよいと思われる点もある。
しかし一方では，火災危険が区内の25%近い面積で高
いという現実に，どうとりくんだらよいのかとし寸対策
商での難題もあるの対策面では消防水利の増強，消防隊
の拡充などのほか，出火源対策にはじまる一連の消防的
対策と，都市計画的方法による対策とを大別できる。後
者との関係で防災拠点が一つの施策として取上げられて
いるが，火災危険の地域構造を考えると，火災危険の高
い地域を分断する延焼拡大防止という方法を容易に考え
つく。問題は地域を分断する時に，分断帯の機能や方
法，地域住民の合意をえ，協力をうることにあるのこの
面についての検討が今のところにつまっていないと判断
できる。
また，火災危険が尚くなってきたE里由を究明しそれ
らの理由のうち排除できるものを防災施策の一環として
排除することが重要である。地盤の震害係数，木造家屋
の密集，危険物の集積など関係する要因のうち，排除の
対象となりうるのが木造家屋の密集と危険物の集積であ
る。双方とも，その排除には地域住民か企業の抵抗をう
けやすいφ このあたりの問題を解きほぐす震災対策の哲
学の確立が必要であろう。
5) 避難場所等の安全確保
避難場所と避難道路の安全確保に限定して考えるとし
ても，避難場所の土地所有，形状，面積，水利，周辺の
な延焼性状，危険物施設等のフィジカルな側面だけでは
く，その空聞が形成されてきた歴史的背景， 将来の変
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化，土地利用管理，規制の実態，可能性などに注目すべ
きである。避難道路の一番の難点は，道路幅員が小さい
うえ， 事車両や落下物による避難に有効なスベース，幅員
がたりないことと考えられている。このほかに，道路の
l陥没，地われなど道路の破壊，落橋，代替道路の不足，
埋設管の破壊による被害なども考えられている。
現在の考え方は指定した避難道路を，ある方向に避難
する考え方になっているが，避難は状況に応じてさまざ
まな実態を示すはずであるし避難を必要としない地域
もあれば，緊急に避難しなければならなくなる地域もあ
る。このことは避難の勧告，助言，命令に関する問題
と，地域住民の自主的な判断の問題を含んでいる。公的
に，現行の災害対策基本法では，都知事，市町村長が行
為することになっているが，避難場所，避難道路の現
状，および想定される状況を考えると，安全性のたしか
でない避難場所や避難道路の安全確保を努力目標にかか
げることはできても，現実には地域住民の自主的行動が
先行する可能性があるし，そのことが想定可能な路上の
混乱をひきおこす可能性もある。このことが，都震災予
防条例に避難場所等の安全確保を知事の責務として挙げ
る理由になっているとも考えられるが，実際問題として
安全確保が容易でないケースが多いであろう。
この問題をつめていくと，根本的には避難しなくても
よい都市，一般的には地域を構成することになり，それ
に近づく上できわめて重要な施策は出火源対策というこ
とになるであろう。出火防止対策，延焼防止対策は2重，
3重の安全施策として考えられることになる。そこで，
例えば，地域によってエネルギー源をより安全と考えら
れる電力にきりかえ，より危険が高いと考えられる石油
ストーブ等の使用規制jをするなどの施策を考えてみる必
要があろう。とりわけ，地震予知情報が出される場合に
は，危険切迫の段階をおって各種の火種に対する規制を
強め，この面から出火源対策を強化するといった考え方
も必要になろう。
しかし現在の考え方は，避難場所等の施設面の拡大，
危険の排除を中心に考えられていると理解される。避難
場所には時間とともに変質しやすい場所，つまり今はよ
くても震災時にはつかえない場所，あるいは見掛けはよ
いが地盤の破壊等で使用不能となりやすい場所などさま
ざまである。また，先にふれたように，地域的偏在もひ
どいし，絶対量のたりない面も指摘される。さらに，避
難道路の安全を確保するための消防力等の偏在も指摘さ
れる（表 1）。想定出火件数にも問題がありうるが，す
でに示したとおり，区部147件の出火件数の区別単位面
積当り 2件以上は荒川，墨田，江東の3区だけで，他は
Q.89件の台東などすべて0.5件前後以下である。 147件
の出火件数の想定は，最近のいくつかの想定のうち最小
の想定値である。
101 
表1 区別の地域危険概評の例
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地震水害
延焼拡大火災と化した場合の東京が如何に危険である
かは想像できょう。ましてやより大きな出火件数が発生
すると，避難困難は加速度的に大きくなり，それにとも
なう人的被害も増大する。避難場所の安全確保が，物的
施設に関する施策のみを意味すると考えるべきではな
く，徹底した出火源対策，出火防止対策に根本的対策を
求めるべきものと考えたい。
6〕 防災体制の整備
東京のかかえる震災危険は，東京の拡大膨脹する過程
のなかで，人為的原因によって形成されていった。震災
危険を回避することも人間の知慧と行動によらなければ
ならない。この点から，防災体制jがどうあるべきかはお
のずから明らかであろう。日常的な防災活動と震災時の
102 都市研究報告 第63号～66号
防災活動は質量ともにことなるのはあきらかである。さ
りとて，震災時に見合う組織と編成を常時用意しておく
ことはできなL、。震災対策上の問題点と地域を念頭にい
れ，かっ何時発生しでも即応できるとL、う体制と，都市
改造等超長期の対策のための体制の機能のちがし、を考え
ておくべきであろう。また問題の焦点が火災と水害にあ
ることから，この2点についてはすなくともさまざまな
オベレーションをあらかじめ用立し状況に応じた対応
をしてほしいものである。
民災の特徴として，同時に広域でさまざまな問題が発
生することから，公共機関職員の総動員は当然のことで
あり，震災による動員不の低下を考慮するとともに，地
域住民の協力が必要となる。この協力は平常からの連け
いによってより強まるものであるから，この点について
の行政施策が不可欠になる。このことは震災予防条例で
も，震災予防計画でも第7の課題である都民の協力とし
て挙：ヂられている。 1¥火源対策については，火気使用の
多い機関の協力がなければならないし， Pi'.業施設や危険
物施設等のうち中小施設対策が重要になろう。
7つの課題ごとに，震災対策のよりどころとなる問題
点について述べた。防災体制の整備の重点の一つ，災害
時の情報システム等技術的な諸問題については多くの関
心が払われている。しかし国政レベルでの問題とはい
え， ・,;J災関係の保険等の施策についても検討を加え，改
善すべきは改善していくことを期待したい。大震災には
対応できる状況にあるとはいえないときいているし，事
後の財政，税政でも困難な問題が多いと考えられてい
る。
しかしもっと初歩的な，そして白治体レベノしの防災対
策のよりどころであるはずの，震災時の地域危険の実態
把握とその改善はまだその絡についたばかりである。震
災予防条例の規程する），＇］災時の地域危険度の測定結果は
でたものの，対策規校の大きさは財政，時間，対策効果
ぞれ、ずれの面からみても大きな問題にすぎるし同時に
おこなわれた大震火災の地域危険の測定結果も，同時多
発の火災が発生すると救いようのない結果になることを
示している。
測定それ自体についても改善すべき点が多い。たとえ
ば，地震動による構造物の破壊について，河角，浜田の
想定の基礎数字と，梅村らの振動解析理論による結果と
でも，そしてまた1鳥の予想震度図から推定できる結果で
も，若干のちがし、があるの耐震耐火建物の破壊について
もまとまった想定数字はなし、。危険物施設の破壊想定
ふ地域分布を考慮した結果はない。
これらの諸点以外にも増補すべき内務があるとはい
え，公表された地域危険の分布が都市の構造と機能を反
映した形態を示しており，また常識的に考えられるより
も限定された地域で危険度が高いとはいえ，上位ラング
で18%をこえる地域をしめている。地震水害の地域を加
えると，震災対災の重点地域は区内の約Mをしめること
になり，都市改造方式による震災危険の低減には，莫大
な財政支出の必要なことがあきらかになった。
4. 地震時の地域危険とその軽滋
地震災害が地域差を明確に示すことはよく知られてい
ることであ。しかし地域危険を予め想定し，それに応
じた対策を考えることは，前記のとおりようやく緒につ
いたところであって，具体的な施策は示されていない。
横浜市の危険エネルギーの調査，東京都23区の地震時の
地域危険度測？と，若干の自治体における同様な概査的試
みなどはあるが，行政施策としての定着はこれからのこ
とであると考えられる。東京都の地域危険度の測定の例
をもとに，一般化して考えてみたい。
地長災害は地震の発生によってはじまる。地震の規
模， IJ'i源地域，震央距離，震源の深志地震の影響をう
ける地域の地質，地盤の構造，地盤の振動特性，地盤の
破峻の有無など，地震学的地学的諸条件の整理が作業の
前提になる。こうした前提条件と合わせて，発生の季節，
時刻，気象条件が問題となるし影響をうける地域の社
会・経済的な地域構造と機能，ならびに活動状況が関与す
る。さらに，防災上の諸施策の地域差が問題となる。そ
れも地震発生前と発生後の諸施策に注目することにな
る。さらに，直接的ではないが，間接的に防災に関係する
諸施策に注目することにもなる。間接的な諸施策が検討
の対象となる法的叙拠は災害対策基本法第6条にある。
しかし現状はこの条項は全く無視されているといって
もよい。たとえば，地震水害を防ぐための，地盤沈下対策
は，地下水や天然ガスの汲上げを全面的に広域にわたっ
て禁止する以外に方法はないが，現行の地盤沈下対策は
用水利用の規制jを，用水転換とだき合せでおこなってい
る。このため，時間がかかり，用水者は法的に保護さ
れ，水防施設は公共的事業費で修復をくりかえすことを
余儀なくされ，地盤沈下地域の住民は万ーの場合，天災
の名の，＿.に被災し，場合によっては死に至る危険にさら
されている。
これらを一般的に示すと次の各項に注目することにな
る。
(1) l’i然的地域特性
(2) 施設及び施設群の示す地域特性
(3) 危険物及び危険物等施設群の示す地域特性
(4) 地域の機能，活動状況の示す地域特性
(5) 地震前の諸施策の示す地域特性
(6）地震後の諸施策の示す地域特性
(7) 間接的な諸施策の示す地域特性
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表2 昭和50年度予算にみる地震対策 （諮問宮内
防災関係重点施策 ｜ 防災計 内訳（100万円〉
1 科学技術の研究 18,018 1, 539 
2 災害予防 205,718 20,481 
3 国土保全 523,683 
4 災害復旧等 409,708 
5 その他
6 一般 1, 132 
計 1, 157, 127 23, 152＋α 
1 科学技術研究 地震予知研究推進 1 
地震活動 142 
観測所設置等（国立大学） 619 
地質調査 133 
海底地形等調査 12 
海底観測lシステム等 116 
地殻変動調査 516 
2 災害予防 教育訓練 2＋α 
観測網整備 468 
防災拠点等整備 2,328 
道路防災 16,651 
施設整備（火災） 692 
警備対策 1 
都市構造 6 
耐震性性点検 8十α
コンビナート防災 7 
情報伝達 ワ
都市防災計画 4 
PR 314 
3 対策一般 耐震工法・設計法 154 
被害予測方法論 ワ
施設運用 65 
装置整備 12 
施設整備（国立大学） 563 
地盤性状 63 
大火 270 
従来の調査研究は，（1),(2), (3）とくに（1), (2）を中心に
おこなわれてきた。 μ）～（η，とくに，（4）と切については
注目されながらも説得力のある調査研究は充分にはおこ
なわれていない。その理由の一つは，現行の諸法規は震
災時を考えて組立てられているわけではないし，何時く
るかわからない地震にたえる諸施設をつくることや各種
の規制を常時おこなうことは，経済性や機能をそこなう
という考え方があるためと考えられる。しかし，大都市
あるいは人口集中地区の人口が100万をこえ，多量の危
険物をあっかう大小の工場群があつまり，かつ市街地と
混在したり，市街地に接して立地しているところでは，
必らずしも経済優先の考え方が妥当ではないことは，万
ーの場合の経済的損失，人命の死傷，さらに救済の困難
さなどを考えれば理解できるであろう。こうした判断
は，中央防災会議の大都市震災対策推進要綱（昭和46年
5月25日）の制定とその後の被害軽減策の実施に反映し
ているといえる。しかし国の予算をみても，地震予知や
観測網の整備，施設としてはもっとも震害例の多い道路
防災等に関心があると判断できる内容であって，大都市
の震災対策の核心に指向しているとはいえない（表2）。
国立大学の地震観測施設整備に約62億円を投入するなど
本格的な対策に取くんでいるとはいいがたく，震災対策
の現状に大きな期待をかけられる状況にもない。
大都市震災対策推進要綱による対策がどの程度進行し
ているかをうかがえるまとまった公表資料はないが，多
くの人が危険を指摘する石油コンビナート防災の現状に
ついては，根拠となる法律制定のおくれ，企業消防力の
貧弱さ，危険物施設と地盤との関係についての疑問，せ
まい埋立地に過密な施設の立地，市街地に接近した立地
等，地主言規模の如何によっては大惨事にいたることを否
定できなし、。
大都市震災対策要綱には，地震水害について言及して
いないに等しい下記の記述があるにすぎない。
「（2) 河川および海岸堤防については，法面崩落，亀
裂，沈下，破堤等の被害が予想されるが，被害が発生し
た場合には，仮締切等による応急復旧を実施するととも
に浸水被害の生じている区域については早急に内水排
除を行なうものとする」
大都市自治体と園とでは震災危険の理解，対応に大き
な差のあることは否定できない。この差が国と地方自治
体の行政の質のちがし、のみによるとは考えにくいこと
は，国及び地方の国土開発関係予算が一般会計に占める
割合が増大してきたのに，原子力施設防災を含む防災，
国土保全関係予算が年々減少していることにもあらわれ
ている。全国的にみると，開発志向型であって環境保全
や防災志向型の行政が重視されているとはいえない。こ
うした考えが，都市なかんずく大都市地域の震災危険を
巨大化する原動力になっている。また，現行の対策の考
え方が，防災技術開発型であって，防災の哲学の欠如が
目立つ。技術の理論ム施行技術，施行された工事との
ちがし、を明確にすべきだし施行基準等の行政基準や現
実の行政にも，再点検を必要とすることがあるように考
える。現状は， 「天災」まちといえよう。
「天災」という名の「人災」たる地震水害による人的
物的被害が，被害発生の前提となる海面，河水面以下の
土地の形成，その形成に100%関与した地盤沈下，その
地披沈下を発生させた地下水や水溶性天然ガスの直接利
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用者や工業用水i1~や鉱業法等の規定による詳認nJの責任
者の責任などをおおいかくしてしまうことになる。同様
な例として，斜而に造成された宅地崩壊による人的物的
被害をあげられよう。現状は法的に耐震性が明確だとは
いえないしまた法的にはともかく耐震性を考慮して宅
地の造成がおこなわれているとはいえない。
こうした吟味を進めてし、くと，現行の法体系の凡なお
しが渓災対策と関連して必要だと考えられるが， :'j!'.f,・の
手にあまる課題であるから，以下若干の気づいた点をの
ベて咋門家の検討を仰ぎたし、。法体系が整備されても，
震災対策として有効だとは考えていないが，地域の身状
が耐渓的でないことを理解するうえでは重要な課題であ
ろうと考えているの
5. 震災対策に関する法令等
震災対策のなかで現作もっとも力を入れている分野の
一つに地震予知がある。今後ますますそのウエイトl工大
きくなるであろう。実施体制をみると，国の行政機関，
研究機関，国立大学学部，一部の研究所の関係おーで実施
されている。またすでに地震に関する情報を公表しそ
の内務の如何によって，臨時的予算の支出をうけてい
る。これに対応する自治体の組織はなく，しいていえば
地方防災会議（専門部会は直践には関係なしうであり，
また国のレベノレの情報如何によって，予算を支出をする
し，現実に， Jl崎地区の地盤の異常隆起に関連して関係
自治体は予算の支出をした勺地震予知は実質的に芯礎的
調査研究行為であるとともに，防災的行政行為でもあ
る。しかし法令的根拠は明確とはいえない。このまま
推移することは，重要な任務をもっ地震予知にとって，
なかんずく関係の研究者にとって，精神的苦痛をしいる
結果になることをおそれる。地震予知の定着は時間の問
題であるから，国のレベノレの震災対策の責任行政機関と
それに協力する国立の調査機関心レーティンワークの中
心機関），研究機関の組織化とそれを支えるi1;；令的根拠
を整備すべきであろうのこれをうけて，震災対策のため
の自治体レベルの組織強化の根拠が明確になり，必要欠
くべからざる国と自治体の震災対策における協力が実現
しやすくなるはずである。
災害対策の基本を示す法律に災害対策基本法がある。
昭和34年9月の伊勢湾台風による大被害のあと，政府や
関係機関が協i議してようやく昭和36年11月15日に公布さ
れたのこのなかには，闘の責務として， 「国は，国土並
びに国民の生命，身体及び財産を保護する使命を有する
ことにかんがみ，組織及び機能のすべてをあげて防災に
関し万全の措置を講ずる責務を有するη 」 （第3条第 1
項）と記されている。この責務を遂行するため，防災の
基本となる諸計両が義務づけられているし，都道府県，
市町村も有効な防災計i白iの作成等が示されている。
国に防災に関し万全の措置を講ずる責務があることは
肯定するが，その責務を遂行するため，防災の基本とな
る諸計画を義務づけていても，実効は疑わしいし，実効
がなくても責任は果していないと断定できるとはいえな
い。たとえば，国は防災基本計画により，（1）防災に関す
る科学技術の推進，（2）災害予防の強化，（3）国土保全の促
進，（4）災害復興の迅速適正化の4つの柱をたて，毎年の
重点、対策を示している。昭和50年度に関しては，（1）出水
期における防災体制の強化，（2）多摩川下流地域の対策，
(3）石油コンビナート地帯における防災体制の 3点をあげ
ている。しかし（1）の出水期の防災体制は，同年度内の
各地の出水，彼者で空文に等しい結果であった。（2）の多
摩川ド流地域の対策は，恨拠となる地盤の異常隆起の原
因について，地震との関連は当初から否定的であり，（3)
は（2）と連動してL、る面が若干あると理解できるが，石油
コンビナートにおける企業消防力がきわめて貧弱な現
状，必要な規制，義務づけのための法令制定のおくれな
ど寒心にたえない状況にある。
自治体に求められている有効な防災計画は，何時くる
ともわからない地震に対して有効と断言できる内容では
ない。開発との関連でおこなわれている事業をならべて
ある程度としか評価できないし，防災の基礎となる基礎
的調査も充分でなかったり，最近の財政難で予算を大幅
に削減されているなどが実態である。
災害対策基本法第7条には，住民等の責務を， 「地方
公共団体の住民は，防災に寄与するように努めなければ
ならなし、」と規定している。わざわざ地方公共団体とこ
とわる理由は明らかではないが，住民には企業を合むの
かどうか明示すべきであろう。それにしても，防災に寄
与するように努めよと義務づけられても，住民にはどう
すればよいのか判断はつかないであろうし，住民の定義
に企業を含むとすれば，企業消防力の整備などずっと以
前に義務づけられているべきだし，含まないのだとすれ
ば，企業のみをはずす理由が明らかにされねばならない
であろう。
防災とは，同法第2条に「災害を未然に防止し，災：ユ？
ヵ：発生した場合における被害の拡大を防ぎ，及び災＇.， Ifの
復旧を図ることをいう行」と定義されている。また災害に
は原子力災’芹や産業災害，危険物災害も含まれている。
原子力施設，設備，装置，産業の施設，設備，装置，さ
らに危険物関係の施設等は本来，つくる時に安全につく
るべきものであり，設置後は維持管理をチェックすべき
ものである。しかし現状は，施設の立地，施設等の安全
基準，周辺の土地利用，安全管理等に，耐震性，民災対
策的な配慮、は万全とはいえず，同法第3条第 1項の「防
災に関し万全の措置を講ずる責務を有する」という精神
に反しているであろうのまた，同法第8条の「国及び地
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方公共団体は，その施策が， i直接的なものであると間銭
的なものであるとを間わず，一体として国土並びに国民
の生命，身体及び財産の災害をなくすることに寄与する
こととなるように意を用いなければならない。」という規
定の精神にも反しているであろう。
ここに例示的にあげた条項は法律の門外漢である筆者
には， 「ノリト」のようにしかきこえないし，意味不明
である。同法の制定された前後の期間は，経済の高度成
長のさなかであって，国土保全や防災と開発ft相互に関
係がなく，相反する行為のごとくいわれたものである。
たとえば高橋裕の「日本の水資源」 （東大新書）のあと
がきをみるとよし、。
災害対策基本法第8条第2項には， 「国及び地方公共
団体は，災害の発生を予防し，又は災害の拡大を防止す
るため，特に次の各!5-に掲げる事項の実施に努めなけれ
ばならない。」として10項目をあげている。この法律は，
用法第10条に示されるように，他の法律に特別の定めが
ある場合を除くほか，この法律の定めるところによると
されているので，列挙された10項目は他の法律には充分
に示されていないものと理解できる。それにしても，
①災害関係の科学的研究とその成果の実現
②治山，治水その他の国土保全
③建物の不燃堅牢化，都市の防災構造の改善
④防災気象，地象，水象の観測等
⑤災害の予筈報
⑥気象観測網の国際協力
②台風の人為的調節，情報交換の国際協力
⑧災害応急措置の整備
⑨防災教育訓練
⑩防災思想、の普及
の10項目には，地震とか津波という言葉は見当らなし、。
①，③，④，⑤に地震関係も含むというかも知れない
が，また⑥，⑦はきわめて具体的であり，この法律が伊
勢湾台風被災後にまとめられたことを反映して，気象災
害が前面に押し出されている感をぬぐえなし、。また，同
法第3章，防災計画に示される条項をみても，気象災害
対策基本法の色彩が強く，すくなくとも都市の渓災対策
の基本となる法律とはし、L、がたい。他の法律に特別の定
めがあるのかも知れないとはL、ぇ，専門でない筆者の当
った範囲では，東京都震災予防条例が例外的なものであ
り，日本の法令にはすくなくとも大都市の震災にたえる
ものがあるとは思えない。
門外漢の筆者でも，法律の体系は権利と義務ないし責
任の体系であると理解している。震災を「人災」として
とらえていると理解できる東京都震災予防条例では，法
律の責任の体系が気になる。具体的にいえば，民事上，刑
事上，行政上の3種の責任は震災で同時に発生するはず
であるが，これらの法律上の責任をだれがどのようにと
りうるのだろうかということである。損害賠償責任にし
ても金銭的に負担にたえられないであろうし，因果関
係の立証をしにくい面もある。国家賠償法（昭和22年
法律125号）はその第 l条で，国家公務員や地方公務員
が公権力の行使として行なった行為によって国民が損害
を受けた場合には，公権力の使用者たる園あるいは公共
団体が責任を負うことになっている。
しかし，鉱業法による水溶性天然ガスの汲上げによる
地盤沈下で形成された海面以下の土地が地震水害によっ
て水没した場合，たとえば新潟地震による新潟0メー ト
ル地帯の水没の被害はどのように処理されたのであろう
か。また，工業用水法による通産大臣許可（現在は都道府
県知事の許可）の井戸における過剰揚水で形成拡大した
地盤沈下地域の地震時の水没は，現状の大都市圏では発
生の可能性が高く，これを防ぐための直接的方法は国及
び地方公共団体による堤防等の破猿防止以外にないが，
関係した企業の責任はどのように解明されるのであろう
か。風水害についての過去の判決事例を考えると，国や
地方公共団体の責任の認定はあいまいになる可能性が高
く， 「天災」として処理されてしまうであろう。現行の
地震保険制度も弱体であるから，被害は被災者がもろに
かぶることになりそうである。
こうしたことが予見できるなかで，災害予防の哲学の
確立とそれをうける災害予防のための行政法の確立が必
要だと痛感するが，現存の大都市震災対策推進要綱で
は，「天災」でおわってしまうことになろう。
6. 大都市震災対策推進要綱
大都市震災対策推進要綱は行政上のガイドラインとし
か理解できない。この要綱は（1）大都市震災対策に関する
基本的考え方，（2）事前対策，（3）災害応急対策， μ）震災復
興の方針の4章からなりたっている。
基本的な考え方というのは，人口や産業の集中，可燃
性建築物の密集，交通のふくそう，危険物の集積等防災
上幾多の問題が生じている大都市に，大地震が発生する
と，火災等の二次災害発生によって甚大かつ広範な被害
となるおそれがあるという理解の上にたっている。そし
て大都市における震災対策の基本は，（1）国土の土地利用
計画にたった人口，産業の適正配置等都市における過密
の解決と，（2）建物の不燃化，オープンスペースの確保等
耐震環境を整備した安全都市の建設であるとしている。
このため，長期的視野にたって，各種の施策を継続的に
推進するとともに，何時発生してもそれに対処しうるよ
う当面する社会情勢に即応した消防，救急，救護，警備
等各般にわたる防災体制を極力整備し，国民の協力のも
とに，国民の安全確保を優先的目標として，国，地方公
共団体，関係公共機関の機能を十分に発揮しうるよう措
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置するものとするとのべている 3 また，災害の発生地
域，季節，時刻等によるちがし、を認識して，弾力的な対
策の整備が必要であるとしている。
この考え方は，筆者がさきにあげた3つの対応原理の
(1）分散・疎開と（2）集約の 2つに包含されるが，（3）危険の
予防的排除を欠如しているc大都市の現状改造主義だけ
では，都市住民の協力はえられない。危険の予防的排除
には，企業や企業を支えるわ政担当者や政治家の反対，
IJ発や経済政策との競合などもからむが，何はともあれ
人間の生命の安全確保の観点から取組む必要がある。
事前対策として，要綱は防災体制の整備，震災知識の
普及，震災訓練の実施，公共施設等の点検整備，情報の
収集，伝達体制および通信施設の整備，火災防止対策，
都市防災化事業の推進，避難地および避難路の確保等，
道路交通規則の事前措置，応急対策用資器材の整備等，震
災対策に関する研究開発，地震保険制度の検討の12項目
をあげている。火気や土地利用の規制jなど予防につなが
る考え方はみられなし、。道路交通規則の事前措置は，道
路交通を現状のように放置し狭い道路での信号無視，
スピード違反，車庫を義務づけられた家の前に放任にち
かい青空駐車， Uターン放任，自由な右折などが通用す
るようでは，とても万一の場合に，事前措置にのっとる
処理ができるとは考えられない。
この要綱にいう大都市の定義は明確ではないが，震災
対策に関する研究開発の第3にあげられている津波に関
する研究ほ， 3大都市圏を中心に発生の可能性の高い地
震水害に関する研究よりはるかに重要度がおちるし事
前対策としておこなう以外に対応できない地震水害につ
いて，全くふれられていないのはどうしたことであろう
台、D
災当応急対策については通cit＼•いわれている事項があげ
られているが，商店等が保有する物資の提供一一代金は
後はらいになる一一一の方法を検討する必要があろう。ま
た，務下物等障害物の排除（工全くふれらていないが，大変
な作業量になるはずであり，この点から落下物となるお
それの多い道路上の商品，看板等の制限があってしかる
べきである。全体を通じて，震災の地域性に対する考え方
が欠如しており，火気使用や使用エネノレギーなどに対す
る地域規制の考え方は研究項自にもあげられていなし、。
この要綱にしたがって，どの程度の行政施策が実施さ
れてし、るかは知るすべもない。しかし耐震性のない宅
地造成地の問題など要綱にもられていない事項が多い。
次の大都市震災は，これまでいわれていること以外に落
下物，多数の負傷者， ビノしや造成宅地での被害の多発な
どの新しい特徴が考えられるが，これらに対する指摘も
対策も要綱にけもられていない。都市とか地域とかし、う
ものな，年とともにその実態をかえ，それに応じて災害
の態傑も多様化することを理解することが基本的に必要
であろう。
火災防止対策を重視しているが，この観点から現在の
大都市の不燃化，建物の延焼防止を図り，また避難地の
確保のため，緑地，公関等の整備について計画的に推進
を図ることとしている。しかし現行の道路法や建築基準
法，都市公園法などの制約から，消防水利や消防資材倉
庫の設置等が円滑にはできないなど，災害対策基本法第
8条の規程に反する法律があるなど法令の見直しを必要
とする尚もある。
地震災害に限らず一般に小地域での災害対策は，④警
報システムを確立し，②適正な防災技術が事前に施行さ
れ， .:tftましい土地利用管理がおこなわれ，かつ被災時
の④保険制度が整備され，⑤救援および⑥復旧・復興の
施策が円滑におこなわれるようにしてあれば，死者の発
生は別として，被害軽減にある程度の効果が期待できる
ものであるO しかし現状は，災害についての理解の欠
如，予防対策への消械性にはじまり，上記の①～⑥のす
べてが満足できるものではないため，機会さえあれば人
命被害，物的被害をくりかえしている。これが関東，中
京，関西などの大都市域の大震災となると，今のところ
救し、ょうのない絶望的な想定しか浮んでこない。②，③
が万全でないことに問題があるが，②，⑤の完壁を期す
ることは，ある意味での私権の制限は不可欠である。あ
る人口規模以上の都市ではきびしい規制等を考えるべき
であろう。
絶望的な現実になるかどうかは，大きくみて形而上の
現象としては，地震火災が野放し状態で発生するかどう
かということと，大都市圏にあるゼロメートノレ地帯にお
ける地震水害が発生するかどうかにかかっていることは
しばしばのべているとおりである。このほかにも斜面の
造成宅地，有毒ガス拡散などの問題があることもたしか
である。
地浸水容は過去の地震でも実例があるが， 現在 1,168 
凶 2のj起伏ゼロメートノL地帯が全国各地にあるので，今後
は各地に事例がふえるはずである。なかんずく， 3大都
市閣のそれは，人口や工業の集中など大被害につながり
やすい。現行の地盤沈下対策は，原因となる地下水や水
溶性天然ガスの汲上げを肯定し，工業用水や鉱物の採取
を保護する立法になっているので，法的に地震水害の危
険を予防的に排除することは現実的にできない。したが
って，水防施設を完全なものにしなければならず，あげ
て国や地方公共団体の責任をとわれる状況にある。しか
も，人的物的被害というツケは住民にまわる仕掛けにな
っている。
地震火災は，地主主の震度が大きくなると発生の可能性
が大きくなるといえるが発生すると断定できる理論的
根拠はなし、。発生し，延焼拡大火災になると，とくに大
都市では被害を巨大化し人的被害も多大となることは
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たしかである。 3大都市圏のような大都市地域では，延
焼拡大火災の火点数150として 5時間後には約15km,300
火点で約30km2,600火点で約65kmペ900火点で約100
km＇が焼失すると想定できる。それぞれ人口集中地区の
人口約20万， 50万， 100万，150万程度がり災することにな
る。焼失面積が大きくなればなるほど死傷者を生じやす
L、から，被害の巨大化については容易に理解できょう。
大都市震災対策推進要綱は，大都市の大震災には有効
であるかどうか疑問である。この要綱の基本となる災害
対策基本法が制定された同じ年に， 「地震予知一一現状
とその推進計画」， 「東京都の大震火災の被害の検討」，
河角の69年周期説の考えが相ついで公表されていること
を考え合わせると，災害対策基本法の制定時に，地震関
係者の意見を充分徴していなかったのではなし、かとさえ
考えられる。
7. 東京都震災予防条例
東京都震災予防条例u（昭和46年10月23日条例 121号）
はとかく消極的な防災行政のなかにあって，ユニークな
前文に示されるように，震災対策に積極的に取組むため
の決意を表明しており，注目にあたいする条例である。
しかし全体として，現行法規の制約のなかで条文がくみ
たてられており，自治体が取組む限界をみる感もある。
条例の前文は，①都市の安全性を欠いたまま都市形成
がおこなわれたこと，②そのためその都市構造は地震災
害等に対するもろさを内包していること，③東京を震災
から守るためには必要な措置を急がねばならないこと，
④震災の多くは人災であるといえること，⑤したがって
人間の英知と技術と努力により，震災を未然に防止し，
被害を最小限にくいとめることができるはずであること
をのベ，⑥そのため条例を制定して，その英知と勇気を
導くための都民と都の決意を表明し，⑦都民と都が一体
となって東京を震災から守るための合意を示すものであ
るとしてし、る。
各径の施策を具体的に進める一方，何故都市が安全性
を欠いたまま形成され，震災等に対するもろさを内包
する都市構造をつくりだしたのかを，学術研究のテーマ
として追究することが必要であろう。人災としての震災
に対処するためには，人災の要因の一つである行政施策
の当否等に対する責任の重さにたえる決意が要請される
しこの決意を積極的に実現するためには上述の学術研
究によって解明されるであろう現行の法制度の不備，行
財政の不備，不当，国政レベノレの行政施策に求めるべき
修正等幾多の困難な課題を克服しなければならないであ
ろう。人間の英知，技術，努力が震災の未然防止，被害
の最小限化に不可欠であることは論をまたないが，同じ
人間の英知，技術，努力が震災要因の拡大，巨大化にも
むけられ，その較差が大きくなってきたことに今日の大
都市問題の象徴としての大都市の震災問題があることを
理解すべきであろう。都民との合意，連帯は震災問題解
決に不可欠であるが，地方政治レベルの政争の具となる
ことは避けねばならない。都民には企業や都外の関係の
ある住民，企業を含むものと考えられるが，合意をえに
くい点が多いであろう。また，国政と都政のくいちがL、
を調整し，相たずさえて施策を進めうるのだろうかとい
う点にも疑問がのこるO 基本的な面での疑問はあるにし
ても，前文のめざす震災対策の考え方は，現状では一つ
の強力な考え方であるといえよう。
現状ではとことわるのは，国が力をいれている地震予
知が内陸型地震でマグニチュード6程度以上の地震，海
洋型で7程度以上の地震について高精度で実施できるよ
うになると，震災対策の実際面に大きな変化があらわれ
るはずだからである。行政的研究課題として，今からそ
の検討をしておくのがよい。
第1章総則第2節に知事の責務として，都民の生命，
身体及び財産を震災から保護し，その安全を確保するた
め，最大の努力を払うべきことを規定しそのため震災
予防計画を作成しその推進を図るべきことをのべてい
る。前段はそうあるべきもので同感であるが，後段の震
災予防計画が前段にふさわしいものであるかどうかが問
われることになろう。
第3条では，知事は防災科学技術の開発に努めなけれ
ばならないとしているが，現在都にはこれに見合う充分
な組織はない。おこなっているのは地震部会でも検討し
ている震災に関する科学的総合的調査研究，それも委託
調査であって恒常的なものではない。第4条，第5条の都
市施設等の整備は努力は認めるが万全とはいえない。第
6条都民に対する指導及び助言については幾多の困難を
克服して実績はふえつつあるが，多くの人身が心配する
自動車問題に関連して，都のきめこまかい防災事業の進
展を妨げられている感がある。第7条，第8条の区市町
村に対する総合調整，他の地方公共団体等との協力は，
公選区長の実現，財政問題などもからんで，条文の規定
が円滑にはいきかねるであろう。
第3節区市町村の責務については，前節第7条，第8
条のうらがえしの問題があるはずであり，また，区市町
村職員に対する防災関係の研修が先行的に重要である
う。
第4節都民の責務は，風水害の場合より一層，住民レ
ベノレ，家庭や職場，学校レベルでの防災活動や訓練が意
義をもっ震災対策では当然のことと考えるが， 「都民全
体の生命，身体及び財産の安全の確保に努めなければな
らない」といわれても，あまりにも抽象的で都民の理解
をえにくいであろう。都民は震災予防条例を全くといっ
てよいほど知らないであろうし日常的に震災にそな
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え，」きがまえて生活しているわ；十で；工ない。また都民に
耐震性等の配慮をよびかけているが，細かし、要領を示さ
ない限り配慮のしょうがないであろうし多くほ業者ま
かせかあるいは全く配慮なしに事がはこばれる。問題は
耐震性にあずかる業者やその技術・！？事，その背景とな
る科学技術，行政の実態にある。
事業背の責務をのべた第5.Ll'i第13～15条は，大小の事
業者に実態として差があろうし，企業消防隊の墜備は寒
心にたえない状況にあるといわれている。法的規制が先
行すべきものと考えている。
第2章防災都市計1aiは，この条例の中心をなすものと
男二解できるので，別にのベるn 第3章の破壊の防止l工法
令の基準，それの根拠となる科学校術的データ，実施さ
れた技術，工事などがからむ問題であり，条例が期待す
るほど破壊の防止がうまくいくとは考えにくいっ第27
条，第28条の宅地造成地の問題や第29条の地検沈下の防
止は，たとえば人口集中地区人口25万人以上の地域とそ
の周辺地域での地下水，水溶性天然ガスの汲上げ禁止と
いった震災対策面からの規制の考え方が法令上定着しな
い限り，水防施設をあとおい的に補強する以外に方法は
ないであろう。民法第 l編総則第 l条の「私権ハ公共ノ
福祉ニ遵フ」というのは，正に地桜沈下による地震水害
の危険の増大に対して適用すべき考え方であろう。天然
ガスによる地盤沈下について条例はふれていないが，都
の行政のワク外にあるためと推察する。しかし，鉱業法
第22条に規定する鉱床説明書に求められている予想され
る鉱害の範囲及び態様についての記述の不備に原因の
一つがあると考えられるし地震水害の発生によって，
数10万の地域住民が瞬時に被災の可能性があり，かつ住
民の生命・財産等をおびやかすおそれが高いのであるか
ら，鉱害の範囲及び態様に関連してしかるべき条文が条
例にあるべきではないか。
第4章火災等の防止は，し、し、市されていることで至極
当然であるが，危険地域の指定等とからんで，使用エネ
ノレギーの制約，火種規制，土地利用規制等の考えも検討
すべきであろう。都市長十両道路等の整備がすすまないま
ま中小ピノレが過密化することは，また主要幹線道路ぞ
いのマンションなど騒音と振動，排気ガスになやまさ
れ，マンションスラムをつくりだすことなど，都市環境
整備との調和を考えるべき陪題であろう。
第5章避難l土， j[焼拡大火災となった場合にとくに問
題が大きいっ避難を災害対策基本法の規定どおり，知事
や市町村長が勧告，指示，命令して，震災をさげること
ができると確信できるのであろうか。風水害や尾くずれ
等，時間的余俗があったり，場所的に局限されている場
合と，不意に発生する地震による地震火災の時とでは対
応がことなるのではないかと考えるの
第6章情報連絡体制IH土同感である。第7章都民の協力
も全体として向感できる。しかし前提として，都lズI打IDJ
村の職員研修が必要であることを強調したい。
東京都震災予防条例をうけて震災予防計画と地域防災
計画（震災篇）が用怠されているので，細部はこれらを
見て判断することになる。しかしこの小論の関心は，東
京都方式が他の大都市に援用できるかどうかにある今横
浜方式，川崎方式などそれぞれにおいて有効と考える方
式を考えればよいが，とかく震災をテコにした都市改造
が優先しがちである。東京の現状を考えても，都市改造
方式は不可欠ではあるが，良いものを時聞をかけてっく
りだすといった考え方でのぞまないと，かえって他の問
題，たとえばヨーロッパの石造，レンガ造都市がかかえ
ているような都市環境からみた問題を惹きおこしかねな
い。また，危険の予防的排除について力をいれないと，
危険を広域に拡散してしまうことは明らかである一｜玉lの
施策との連けいなども重要であり，大都市震災の政治経
済的立総を理解し問題の人ーきさを知るべきであろう【
8. 防災都市計画
東京都震災予防条例とこれをうける震災予防計耐をみ
ると，震災対策の基本に防災都市訪函とそれをうける事
業（防災都市づくり〕があることは明らかであるわ条例j
第16条には「知事は，占i[5r1計同事業を実施するときは，
都市計I両法に定めるもののほか，震災の防止について特
に配慮しなければならなL、」とのべている。特に配慮す
る根拠として，第17条の地域危険度の測定，第四条の危
険地域，第19条の特別危険区域の規定が定められてい
る。
危険度の測定については，おおむね5年ごとに，地反
に関する地域の危険度を科学的に測定し，その結果を都
民に公表しなければならないときめている。危険地域に
ついては， 「東京都規則により危険地域を指定し， !JI]に
定めるところによりその地域内における建築物その他の
工作物について必要な規制を行うことができる」として
おり， 「その場合に知事が必要な助成ができる」とどめ
ている。 「特別危険区域を指定したときは，その［ベj戎内
において，積極的に建築物その他の工作物の不燃化，広
場の確保等必要な事業を推進しなければならなし、」とし
ている。
これらの規定は，①科学的な地域危険度の測定訟の確
立，⑧危険地域や特別危険J；（域の指定方法論の確立、ー
危険低減についての総合的な方法論的整理などなお問題
が残されている。これらは行政的研究課題であでととも
に，学術研究上の課題でもあるのしかし一方，特別危険
区域については， f細な調査，計画，事業の実施を確約
しているので，関係の業者はいち早く注目をして活動を
つづけている勺
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特別危険区域内において，広場の確保等を考えるとし
ても，区域内では問題解決上の支障が多いであろうし，
すでに事業化にある防災拠点方式が第19条の規定する事
業のモデルのーっと考えるよりも，もっと弾力的な方法
の開発を考えるべきであろう。この点に関連して，何故
都市の震災危険が巨大化してきたのか，何が巨大化の動
因であるかといった根源的問題にメスを入れなければな
らないであろう。
また，都市計画の本来的な目的にてらして，都市にお
ける安全（健康面，災害面，日常生活面）の蓄積が都市行
政の目標でなければならないし，オーソドックスな都市
計画とそれをうける事業を着実に推進することが基本的
に重要であろう。防災のための特別な手法は，局限され
た地域のためのやむをえない手法であり，それとて財政
との関係からの制約をうけやすく，都市全体の調和を破
るような，モニュメント的な施設構築の考えをとること
に批判的な意見もある。
防災都市づくりを考える根拠は大地震時の拡大延焼火
災にある。地震火災に対応する公共消防力を整備するこ
とは行政的にできなし、。企業消防力を義務づけ，自動制
御を強化し，地域住民の消防活動を養成するとともに，
火源それ自体の規制，危険地域内のエネルギー源の規制l
と料金体系のみなおし，用途地域規制などさまざまな対
応策を用意すべきであろう。地震予知がうまくいけば，
火災発生を極度に低下させることができるはずである。
地震予知の落ちこぼれもあろうが，観測網の整備，情報
ネットワークなど科学技術の力を動員することも可能で
あろうから，この面では国と関係地域の地方公共団体の
協力が不可欠だと考える。日本の都市が不燃化を急ぐべ
きことについては論をまたない。しかし，不燃建物が耐
震的であり，生活環境としても好適であり，ましてや根
幹となる道路網が好ましい状況にあるとも，また短時間
で好ましい状況になるともいえない。超長期の息のなが
い安全都市創出の努力をつづけるなかで，災害にも強い
都市の建設を位置づけて考えることが重要である。
地震水害についても同じ考え方に立って対処すべきで
あろう。根源となる地盤沈下の排除を，現行法規の許す
範囲で考えることは，地震水害危険の大きい大都市地域
では適当でない。地盤沈下の原因となる地下水汲上げが
今では工業に出国するものではなくなったのは，工業用
地下水が特別の不当ともいえる恩典に浴している現行の
法体系にあるととは広〈認められるようになってきた。
しかし主として工業用地下水の汲上げによって形成さ
れた地震水害危険地域とその地域の震災危険の形成には
免罪符が与えられているわけではなし、。鉱業法の関係す
る天然ガスにしてもしかりである。また，こうした震災
危険が，昭和25年からの10数年で決定的になったことに
注目すべきである。
安全な都市の創出を目標に掲げるとしても，現実には
解決困難な問題が山積みしている。一つの方策を打出す
と，たちまち反対や反論がでる。こうしたなかで，被害
地震を経験することになろう。被害地震にも大小ある
が，小被害地震では，通常の防災活動で被害を局限化す
ることは可能である。建物の倒壊がすくないからであ
る。中被害地震では防災に難点が出てくる。建物の倒壊
や水防施設の破壊が，連鎖的に広域被害につながる可能
性が出てくるからである。大被害地震では致命的な結果
になる。現在，各種の想定はこのことについて問題を提
起しているとおり，人口の分散以外に早い解決策は見当
らない。その人口分散，脱出，火源のスイッチオフをタ
イムリーに実現できるかどうかは地震予知にかかってい
る。しかし一方では，気のながし、全国的視野にたった人
口，産業の適正配置という大都市震災対策要綱の基本的
な考え方に立つ考え方がある。後者は広域計画の問題で
ある。
9, 大震災による経済的損失
以上にみてきたとおり，大都市の震災問題は関係地域
の問題たるにとどまらず，広域，日本全域，ひいては世
界の問題たりうる性絡をもつことに注目すべきあろう。
広域問題としての理解を深める一つの手がかりは，大都
市圏の大震災による経済的損失について検討することに
よってえられよう。
大正12年の関東大震災の一般被害を昭和47年ころに換
算すると 1兆2000億円程度である。 1970年サンフランシ
スコ想定地震では，サンフランシスコ湾沿岸地域で一般
被害と公共被害を同額とみて70億ドルの直接被害，間接
被害は60億ドルという試算値がある。日本円で約4兆円
である。サンフランシスコ湾沿岸地域と全く同じ計算を
すると，南関東地域の想定被害は約8倍の32兆円とな
る。社会経済的事情が両国でことなるので，この試算は
大きな意味をもたないが，考えを整理する上では参考に
なろう。
同様なあらっl弘、試算値として約45兆円という数字が
知られているが，これも説得力にはとぽしL、。多少説得
力のある試算値を求めるとすれば，一般被害のうち，建
物の倒壊，水没，焼失の想定被害を求めてみることであ
ろう。大正12年当時の南関東の木造家屋棟数は約200万
棟，全壊128,266棟，半壊126,233棟，倒壊率を（全壊棟
数十M半壊棟数） /200万棟で求めると，約9.6%キ約10
%となる。損壊率を（全壊棟数・半壊棟数〕／200万
棟で求めると，約11.1%となる。この程度の根拠をもと
に， 1975年南関東震災について試算すると，表3のとお
り，一般住宅被害は約6兆円となる。焼失面積は関東大
震災時の2倍，地震水害は約66km2の地域，津波流出被
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表3 1975南関東地震による被害想定額〔中野1975)
東 京 23 区 南 関 東
人口（1972) 8,673,972 約 2500万
木造住宅数（棟数ではなL、） 約250万 約 750万
R C棟数（72) 3.75十α 約 5万
木造損（倒〕壊率 5.5～s. 5% ( 4 %) 約 13% 
損（倒）壊数 13.7～21.6万（10万） 97.5万
倒壊焼失 2万（0.8万） 4,5万
類焼数 20万（21.2万） 40.2万
焼失数 22万（22万） 44.7万
R C損壊数 o.02s万 0 04万
ょう壁被害 919 4.5万
崖くずれ 388 2.5万
向上2件による被宍住宅数 530 0.28万
浸水面積 64万 66km' 
浸水住宅数 27. 5m' 28万
内倒壊浸水 4,5万 5万
流出住宅数 4340 
被災人口 約170万 約 548万
被害 約11兆円 約 21兆円
内一般｛l:ιむ 約2.3～2.6兆円 f!:J 6兆円
工菜 約35兆円 約 7兆円
商業 約1.5兆円 約 2兆円
農水尾 約0.05兆円 約 0.5兆円
公共 約3兆円 約 6兆円
1〕 被災人口 1人当り東京23［又で650万円， 南関東で380万円程度，人口 l人当り東京都23区で127万円， 南関東で
84万円程度。後者は関東震災時の被害額を換算すると南関東で35万円程度。
害は住宅数の伸び率で考えて加符しである。直接的な被
害をうげる被災人口は約550万人である。これに工業出
荷額， l苗業販売取引額，農林水産生産額を参考に控え目
にみてそれぞれ， 7兆円， 2兆円， 0.25兆円，公共施設
被害を一般被害討の約半分として6兆円，合計すると約
21兆円とし、う試算値が出る。間接被害を考えると，日本
政府の一般会計予算の 1.5～2年分くらいの被害という
ことになろう。
この種の試算は金をかけて計算しても，陪算でやって
も結果としては大差はない。問題は計算の根拠となる木
造家屋の倒壊率，公共施設及び産業施設の破壊率の想定
であり，それにともなう焼失面積の想定，地震水害地域
の面積の想定の如何にかかわる。したがって，上記では
焼失面積を関東震災時の2倍程度，地震水害地域の面積
を約66km'（満潮位以下の面積の約40%〕と仮定L，木
造家屋の損壊〉終を約13%と4%強低い｛直できめている。
こうした仮定はあるにしても，生やさしい被害額では
ないことはたしかである。火災を防止できれば，一般家
屋被害はたちまち低下するし地震水害を防止できれば
被害額はさらに小さくなる。同機に公共施設や産業施設
の被害を最小限にくいとめられれば，被害額はさらに一
層小さくなる。このためには，施設の破壊防止に先行投
資が必要であるが，現状はそうし、う風潮ではないし産
業施設は必らずしもそのようにはつくられていなし、。出
火防止に有効と考えられているエネルギーの転換につい
ても，石油中心の考え方は強いが，超長期の展望を基礎
に考えると，石油にかわる次のエネノレギーを取上げなけ
ればならない。こうした観点から，地域的機能の広域的
配置についても考慮しつつ，安全な地域空間の創出を考
えなければならない。
日己した想定被害額は最低にみても，地方公共団体が
対応できる数字ではないし，地震保険で救済できる数字
でもなし、。世界経済に波及する問題になるだろうと考え
ている。多数の人命の死傷のほかに，こうした大問題を
かかえる震災対策として，人命の安全や財産を確保する
ためと一口にし、われるが，本質的には，一体何をしたらよ
いのかということについては， J!Jの発想と展開が必要で
あるように考えられる。それはおそらく，現段階ではま
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とまった考えをのべられる状態にはないが，従来の都市
計画技術をこえたものであろう。都市とは何か，地域と
は何かとし、う基本問題から洗いなおす必要があるしこ
れこそ正に都市研究の根源的課題であると考えられる。
10 地方自治体は何をなすべきか一一結びにかえ
て一一
大都市震災問題は，大都市自治体の手にあまる大問題
を内包していると結論できる。勿論，何時発生するとも
わからない震災に，何時発生しても被害を最小限度にと
どめるべき責務を負う地方自治体の悲惨な決意と努力は
尊重されるが，こうした決意と努力をむなしいものとし
てしまうことをおそれる。現象的には大震火災と地震水
害の発生をみた場合にそうなる可能性が高い。したがっ
て，この2つにつながる要因を排除すべきであるが，現
行の法体系や行政指導の錯綜するなかで，解決の糸をた
ぐりつつ法規等の見直しを進めるべきことはもとより，
私権制限も地域を限って実施するなどの勇断が必要であ
る。この点では，国と地方自治体の協力が不可欠であろ
う。
地震予知が精度よく実現できると，地震火災の危険は
現状のままでも著しく減少させることが可能である。し
かしながら，公害問題にみる企業や行政の対応，全国的
視野でみた開発志向型の意識は，地震時に問題となる危
険要因の予防的排除を円滑には実施させない方向に作用
するように考えられる。エネルギー源の転換一つをとっ
ても，そうすれば震災危険を著しく軽減できるといわれ
でも，そうした結論に到達するには時間がかかるであろ
うし，地域によって産業施設の排除を考えるとしても，
強い抵抗が出るであろう。現状は，産業施設の安全基準
を高めることにさえ抵抗が多く，また企業消防力は法的
に規定されていない。国政レベルでの大都市震災対策の
哲学の確立が急がれる。
地震水害にいたっては，公害問題がやかましくなるな
かで，公害対策の権限が地方自治体に委譲されるととも
に，地震水害対策とそれにともなう責任も予算の裏付け
なしに移管され，そのうえ，地盤沈下はなお大都市地域
でも進行し，地震水害の危険をより一層大きなものとし
つつある。くりかえしのべるように，水防施設を万全と
する以外に現状では防ぎょうがなL、。国の管理する施設
と合わせて，共同の責任において危険の予防的排除をは
かるべきであろう。このためには地盤沈下対策の法的ワ
クぐみを根本的に修正する必要があろう。
震災予防条例にも示されている震災についての科学技
術的調査研究は，国と地方自治体が協力して，効率よく
実施できる性質のものである。国には調査研究機関があ
りながら，地方自治体ではもっぱら委託調査にたよって
いる。それも各自治体がパラパラに実施していて，財政
難になるとたちまちそのしわょせをうける。震災につい
ては，風水害とはことなって多数の被害例から帰納して
方策を考えるという方法をとりにくい。したがって，科
学技術的な予測的根拠を活用して，若干の震災例を見直
す方法をとることになる。このためには，衆知をあつめ
るのがよく，独立の調査研究集団の組織化がのぞまれる。
震災対策には，施設計画が不可欠であり，このため細
分化された用地に起因するやっかL、な土地収用問題がか
らむ。当然，事業期間とのかねあいが生ずるが，土地収
用の当面の担い手が地方自治体であることにばかわりが
ない。地域住民との骨のおれる対話のくりかえしが必要
になるが，こうした話しゃ事例をきくにつけても，地域
空間の計画的形成が先行的におこなわれることの必要性
を痛感する。東京都の公表した第1回の地震時の地域危
険度の分布をみても，明らかに外延的に危険地域が拡大
する形を示していて，危険度の高い地域に対する施策と
合わせて，外縁部のまだ危険度の低い地域の危険の予防
的排除に関する施策の重要性を強調したい。この問題の
解決には多分に国と地方自治体の共同が必要なことが多
L、。
とのようにみてくると，大都市震災問題は地方自治体
にとって最大級の問題であるとともに，固にとっても大
問題であろう。こうした観点からの都市研究，大都市震
災の政治学的研究を展開することが緊要であると考えて
いる。このなかには，固から村までの議員諸氏の震災に
対する意識，行動を含めて研究するのがよいであろう。
出火防止対策の実践面，交通規制の実務は地方自治体
にかかる負担が大きし、。火種を放任して，万ーの場合に
住民の協力をうることや，消防隊が効率よく活動するこ
とを期待するのには，ある種の限界があろう。火種規制
を，地盤の悪い地域，危険地域，高熱量使用施設等をく
みあわせて考えるべきではないか。出火，延焼の技術的
制御も法的に強化すべきではないか。地震火災の有無が
大都市震災の様相を左右するので，国と地方自治体の連
けいを期待したい。
地方自治体職員の研修を強化し，問題の質と量ととも
に，その重さを理解させること，基礎的な研究とその基
本となる調査を実施できる組織体を強化することを要請
したい。また，現状では震災問題が話題となりやすいこ
と，一発で巨大な被害を発生しやすいこともあって，震
災対策を優先して考えやすいが，風水害の50年累積被害
をみれば明らかなように，風水害対策を抜くことはでき
ないしある意味では，風水害対策を万全にするような
地方政治の姿勢，考え方，施策等が確立することによっ
て，震災対策の体系化と施策の実現が出来やすくなると
もいえる。地震水害や造成宅地の問題などこうした例で
あろう。
それでも，南関東が広域震災に見舞われることを考
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え，機能の分散を考える考え方があるn なかには，首都
機能の移転を考えるものもある《南関東と北関東が，あ
るいは関東圏と関西圏が同時に大震災に見舞われる可能
性の小さいことを考えると，現在のような各種機能を中
央にあつめる国土利用のありブjには，地域の機能分化，
機能の地域分散といった考えの導入が必要になろう。震
災をテコにしてそう考えるというよりも，国土利用のあ
り方としてそういう考え方を重視するというのが妥当で
あろう。さき応筆者があげた対応原理の第1である「分
数，線開」に該当するのしかし危険の広域拡散ではな
いので，第3の「危険のf防的排除」とし、う対応原理が
つらぬかれる必要がある。このl市では周辺の地方「1治
体，国の関係省庁との述けいが不可欠である。
大郷市の現状では，第2の原理「集約」と危険の予防
的排除の組合せが重視されることになろう e 集約の構想
t土地方自治体の行政事務として考えらるべきであり，必
要な協力を危険の予防的主i'除を中心に国や関係機関との
問で実現していくべきであると考えているn
最後に，都市の自然環境諭とし、う表題との関係から若
干のコメントをしておきたい《都市の自然環境論という
表題からおそらく，公害や白然保護など最近はなぱなし
く社会の話題をさらっている問題について論ずるのであ
ろうと連想される方も多いと思うn しかし4編の報告の
内特；土震災問題を扱ってきたの震災問題を環境問題を考
える一つの手がかりとするとともに，公害や自然保護な
どとは異質の問題を含むことを明らかにしてきた。環境
の主体は人間と人聞社会であり，環境は人間や人聞社会
の客体であると考えるとともに，環境が歴史的空間的（地
理的〉実在であると考えている。実在は自然＝人間的
実在といってもよいし，システム（個人的にはあまり好
きではない）といってもよし、。当然のこととして，時代
とともに環境の意義はかわっていくし政治や行政，経
済，社会，文化といった内谷を包摂するものである。し
たがって，研究面からいえば，自然科学や工学などのワ
グにとどまらず，社会科学や人文科学の領域の問題にも
踏みこまざるをえない。
こうし、う考え方にたつと，環境問題の現象菌のみにこ
だわることなく，環境問題の内包するさまざまな問題，
環境問題のさまざまなあらわれ方，環境問題解決のため
のさまざまな立脚点，手法，施策等を総体としてとらえ
ることの必要性が理解できょう。また，環境問題に対す
る先進地域と後進地域のとらえ方にみられるように，地
域問題であり，地域によるちがし、を認めて施策を考える
必要のあることも理解できょうわたとえば，画一的に，
低い水準で環境基準を設定することが，問題の多い地域
にとっては有効でないこと，問題のすくない地域におい
ても，やがて問題が大きくなるなど環境の動的性質を理
解できるであろう。
公得や I~然保護などについて，環境権といった法的概
念が，震災などについて安全権といった法的概念が提唱
され，定着しつつあるとも，また逐次定着するであろう
ともいえる。また，現象的には持続的な現象と突発的な
現象といった区別もできょう。しかし環境問題が問題
化するのは，外力の強さやその持続時間だけによるので
はなく，外力をうける人間と人間社会にも問題化する条
件が存在するからであるの人為的外力とともに，自然的
外力を取上げて追究しそれらの人間や人間社会への影
響とその影響が人間に及ぼす被害一一生命の危険，物質
的な損失 を解明することが重要な課題である。
すでに，都震災予防条例の前文について言及したとお
り，口大な外的エネノレギーのゆえに，震災を天災として
一切の被討を切りすてることはできなL、。しかも，東京
に限らず，都市は人災的条件の累積のなかで被害を巨大
化する構造一一潜在被害構造ーーをもっている。地方自
治体はこの潜在被害構造を解体し，人間にとって安全な
竺問を古ljり出す第一線の使命を担うものである。現状は
この使命を地方自治体のみの抑うべきものとするにはあ
まりにも悪すぎる。現状認識とともに，現状にいたった
歴史的反省と将来への展唱を，日常的な業務の聞にまと
めることが出発点になるe
震災の回避は，さきにのべたように，地震予知の完成
によって実現できるかもしれない。しかし震災危険を
かかえこんだ都市の内部構造が，忠実に地震予知に反応
するとはし、いきれない。こうしたなかで，地方自治体は
震災予防の方策を追究してし、かなければならない。予知
が未確立の場合も，不備な場合もあるであろう。それで
も地方自治体は震災対策に手ねかりがないよう考えなけ
ればなるまい。 H：民（法人住民を含む）の協力が不可欠
であるとはL、え，行政施策の責任が地方自治体にあるこ
とはたしかである。国のカベをゃぶりにくい問題もあろ
う。それでも地方自治体は何かをしなければならないで
あろうの人聞にとって安全な地域をつくること，これこ
そ地方自治体が具体的にとりくむべき課題の一つである
と考える。震災問題はそのサブテーマの一つなのであ
る。
この小論を，昭和51年3月停年退職される野間三郎教
授に献呈する。同教授の地理学方法論の研究に啓発され
ることが多かったことを感謝し，あわせて，本学におけ
る都市研究の発展に対する協力に御礼申上げる。
